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序     文 
 

 日本政府は、インドネシア共和国政府の要請に基づき、同国のリンボト―ボランゴ―ボネ川流域

治水計画に係る調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することと致し

ました。 

 当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効率的に進めるため、平成13年１月31日

より２月24日までの25日間にわたり、水資源協会首席審議役企画部部長 井上 克彦氏を団長とす

る事前調査団（Ｓ／Ｗ協議）を現地に派遣しました。 

 調査団は本件の背景を確認するとともにインドネシア共和国政府の意向を聴取し、かつ現地踏

査の結果を踏まえ、本格調査に関するＳ／Ｗに署名をしました。 

 本報告書は、今回実施した調査の結果を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している

本格調査に資するためのものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援を頂きました関係者各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

   平成13年３月 

 

国際協力事業団 
理事 泉  堅二郎 
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第１章 事前調査の概要 
 

１－１ 要請の背景・経緯 

(1) ゴロンタロ市は北スラウェシ州の州都メナドに次ぐ中心都市で、中南部スラウェシ、アン

ボン、ジャカルタ等とも結ばれる港湾都市として、経済、貿易上必要な役割を果たしている。

しかし、ボネ川、ボランゴ川の合流点付近は、平均海水面とほぼ同じ低平地となっており、

上流域の森林伐採、排水施設のメンテナンス不良などから、毎雨期には洪水被害が発生する

など、地域の経済活動に深刻な影響を与えている。特に1995年８月洪水の際は、湛水深が１ｍ、

湛水期間が１か月以上にも及んだ。 

 

(2) ゴロンタロ川流域における公共事業の組織改善に係る調査がカナダ国際開発庁（Canadian 

International Development Agency：CIDA）によって行われ、このなかで治水、灌漑等の事業

の重要性が指摘された。また、JICAチーム派遣「東部地域開発政策確立・実施支援」により、

1999年10月に取りまとめられた報告書にも当該地区の洪水対策が緊急課題として取り上げら

れている。 

 

(3) しかしながら、上記報告結果は、対象地域が州全体と広く、調査内容についても大まかな

コンポーネント止まりで具体的な実施計画のレベルまで策定していないことから、頻発する

洪水被害に対し、地元州知事の強い洪水対策策定及び事業実施の要請等も踏まえ、インドネ

シア共和国（以下、「イ」国と記す）側は我が国に対し本件調査に係る正式要請を行った。 

 

(4) 上記経緯を踏まえ、今回実施細則（Scope of Work：Ｓ／Ｗ）協議、署名及び本格調査の計

画立案のための事前調査団を派遣することとなった。 

 

１－２ 調査の目的 

 北スラウェシ州ゴロンタロ市を中心としたリンボト―ボランゴ―ボネ川流域を対象として、流域

保全等を含む、治水計画を中心としたマスタープラン(Master Pｌan：M／P)を策定し、優先プロジ

ェクトに係るフィージビリティ・スタディ（Feasibility Study：Ｆ／Ｓ）を実施するものであり、今回

は本格調査のＳ／Ｗ協議・署名を目的として、事前調査団を派遣した。 
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１－３ 調査団の構成 
団員氏名 担当業務 所 属 派遣期間 

井上  克彦 総括 (財)水資源協会首席審議役 ２/11～２/24 

丹羽   顕 副総括／治水対策計画 国際協力事業団国際協力専門員 同上 

海老原 優子 調査企画 国際協力事業団社会開発調査部 
社会開発調査第二課 同上 

新井  邦夫 水文・水理 イー・アンド・イー ソリューションズ株式会社 １/31～２/24 

福田  文雄 排水計画 株式会社ソーワコンサルタント 同上 
 

１－４ 調査日程 

月日 曜 日  程 官団員 役務団員 備 考 

１月31日 水 役務団員出発 10：50 成田→16：05 ジャカルタ（JL725）  ジャカルタ  

２月１日 木  9：00 JICAインドネシア事務所打合せ 
10：00 日本大使館（草野一等書記官）、 

DGWR等訪問 

 〃 JICA；BII Tower 2, 27th fl. 
EoJ；Menara Thamrin 8th fl. 

２月２日 金 （午前）CIDA、現地コンサルタント調査  〃 CIDA；Wisma Metropolitan 
15th fl.  JI. Patimura No.20 

２月３日 土 報告書作成  〃  
２月４日 日 報告書作成  〃  
２月５日 月 追加情報収集  〃  
２月６日 火 追加情報収集  マナド  
２月７日 水  6：30 ジャカルタ→12：20 マナド 

（午後）州政府訪問 
 〃  

２月８日 木 州政府との打合せ  〃  
２月９日 金 （午前）州政府との打合せ 

14：35 マナド→15：45ゴロンタロ（MZ7970） 
 ゴロンタロ  

２月10日 土 役務団員：現地調査  〃  
２月11日 日 官員出発 

10：50 成田→16：05 ジャカルタ（JL725） 
ジャカルタ 〃  

２月12日 月 CIDA 
居住地域インフラ省；Dept. KIMPRASWIL JI. 
Patimura No.20 

〃 〃 JBIC；tel：32-21-522 0693 
fax：62-21-520 0975 

２月13日 火  9：00 日本大使館（草野一等書記官）、JBIC(植田
氏)訪問、BAPPENAS;JI.Taman Suropati２、
居住地域インフラ省とのＳ／Ｗ協議 

〃 〃 JICA；BII Tower 2, 27th fl. 
EoJ；Menara Thamrin 8th fl. 

２月14日 水 〈官団員〉 6：30 ジャカルタ→12：00 マナド 
〈役 務〉 7：00 ゴロンタロ→ 8：15 マナド、 

州政府との協議 

マナド マナド  

２月15日 木 州政府との協議、団内打合せ 〃 〃  
２月16日 金 マナド→翌 2：00 ゴロンタロ 

（悪天候のため車両移動） 
ゴロンタロ ゴロンタロ  

２月17日 土 ゴロンタロ新州知事､市長表敬､ゴロンタロ県表敬、 
現地調査タマラテ川上流、現地調査リンボト湖 

〃 〃  

２月18日 日 （移動）ゴロンタロ→マナド マナド マナド  
２月19日 月 州政府との協議 〃 〃  
２月20日 火 （午前）州政府との協議 

13：20 マナド→17：11 ジャカルタ ジャカルタ ジャカルタ  

２月21日 水 居住地域インフラ省との協議 〃 〃  
２月22日 木 居住地域インフラ省との協議、Ｓ／Ｗ署名 〃 〃  
２月23日 金 14：00 JICAインドネシア事務所 

15：00 日本大使館（作田一等書記官）報告 
23：00 ジャカルタ→ 

機内 機内 JICA；BII Tower 2, 27th fl. 
EoJ；Menara Thamrin 8th fl. 

２月24日 土  8：40 成田帰国    
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１－５ 相手国受入機関 

 相手国受入機関は、居住地域インフラ省水資源総局（Directorate General of Water Resources, 

Ministry of Settlement & Regional Infrastructure：DGWR）、北スラウェシ州水資源管理局（Water 

Resources Development Service, North Sulawesi）及びゴロンタロ州である。 

 

１－６ 調査及び協議結果の概要 

 １－６－１ 総 括 

(1) 団長所感 

 1) 派遣の背景と概要 

 洪水被害の軽減を含む水資源の安定的確保は各国の安定と繁栄に欠くべからざるもの

であるが、「イ」国においてはこのうち洪水処理が最優先課題と考える。すなわち、洪水

被害の軽減は灌漑事業のように直接的に反映をもたらさないが、農作物への被害を軽減

し、生産高の増加をもたらし、なおかつ都市部における経済活動への悪影響を最小限に

抑える意味において、効果抜群である。 

 今回事前調査の対象になった北スラウェシ州ゴロンタロ市を中心としたボランゴ川、

ボネ川、リンボト湖から成る流域においては毎雨期に洪水が発生しており、今雨期にお

いても2001年１月28日、リンボト湖周辺、ゴロンタロ市内において洪水が発生し、市内は

水深２ｍまで冠水し、本現地調査が行われた２月17日をもってもいまだ浸水がひかない

状況にあった。 

 ゴロンタロ市はマナドに次ぐ北スラウェシ州での中心都市であり、中南部スラウェシ、

アンボン、ジャカルタとも結ばれる港湾都市として経済、貿易上重要な役割を果たして

いる。さらに近年の「イ」国における地方分権政策を背景に、本事前調査中の２月17日、

後述のように、「イ」国32番目の州として北スラウェシ州からゴロンタロ州が独立した。 

 洪水の発生原因としては、リンボト湖周辺については、森林伐採による流出土砂の増

加による容量減少、流下能力の低下等によるものであり、またボネ川、ボランゴ川合流

地点は市中における流下能力の著しい不足と、標高が平均海面とほぼ同じ低平地である

ことによることが、本事前調査の現地視察により明白とされた。 

 本流域の洪水調節については過去、CIDAにより、Limboto-Bolango-Bone Basin Water 

Resources Management Mater Plan (1999年３月)、同じくCIDAによるNorth Sulawesi Water 

Resources Management Plan (1999年12月)、そしてJICAによる「東部地区開発政策確立・

実施支援」（1999年10月）により取り扱われているが、いずれも対象地域が広く、また調

査内容についても広範囲に及ぶもので具体の実施計画レベルまで達していない。このこ

とから、頻発する洪水被害に対し、従前、当地域を管轄していた北スラウェシ州知事の
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強い洪水対策策定及び事業実施の要請を踏まえ、「イ」国側は我が国に対し、本件調査に

係る正式要請が行われ、今回のＳ／Ｗミッションの派遣となったものである。 

 2) 地方分権政策と実施体制の整理・確約 

 本事前調査は２年前の「イ」国側（DGWR）からの要請に応えて実施されたものであ

るが、そのあと「イ」国では国レベルで制度上大規模な政策変更が成された。すなわち、

公共事業省は定住地方インフラ整備省として再編され、さらに地方分権化が強力に推進

され、多くの権限が地方州政府に移譲されることとなった。本調査の関係地域は北スラ

ウェシ州にあり、事業実施にあたり、本調査の要請者としての本省と実施関連地域とし

ての州政府の関係（責任・権限の割り振り）を明確化する必要があった。このことに加

え、本調査中の２月17日、北スラウェシ州のなかで本調査の対象となる全地区がゴロン

タロ州として独立したことが更に問題を複雑化した。「イ」国側の意向を十分に尊重しつ

つ、ジャカルタ本省・北スラウェシ州・ゴロンタロ州の関係をいかに調整し、本調査を

実施するかが大きな課題であった。各関係者との連日の協議を通じ、結果的に次のよう

な方法をとった。 

 本調査の国レベルでの全責任はDGWRにあり、Ｓ／ＷはDGWR局長とJICAの間で行うこ

ととした。しかし、調査実施のための詳細な内容については州レベルで協議議事録

（Minute of Meeting：Ｍ／Ｍ）を取り交わした。また、新ゴロンタロ州では設立直後であ

ることもあり、人的要因が決定的に不足することが明確であるため、北スラウェシ州が

過去CIDAの下実施してきた本調査に関係する人的・技術的援助を新ゴロンタロ州に対し

行う旨、Ｍ／Ｍで確認した。ジャカルタ本省DGWRとのＳ／Ｗの締結にあたり、他の

Undertakingsとともに州レベルでの上記２通のＭ／Ｍを認知させる旨のＭ／Ｍを改めて

確認させた。 

 結果として、DGWRを中心として、北スラウェシ州、ゴロンタロ州によるステアリン

グ・コミッティを構成し、本調査報告書の最終オーソライズ、別に述べるPublic 

Consultationの実施方法等の検討などを行うことをＭ／Ｍで確約させるに至った。 

 多くのＭ／Ｍをつくることとなったが、現在の「イ」国の状況ではやむを得ず、かつ

ベストの方法であろうと考える。 

 3) 従前調査との関係（CIDA） 

 本調査に密接に関連する従前調査としてCIDAによるLimboto-Bolango-Bone Basin 

Water Management Master Planがある（1993～1999年）。内容的に自然環境、社会環境、

治水・利水、法制度、関連実施機構（体制）など、他分野にまたがる総合的M／Pであり、

今後の本地域での種々の開発計画の基本となるべきものと「イ」国側は認知している。

しかし前述のように事業実施のための具体的内容には至っていない。CIDAとの面談では
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本調査は水資源計画策定を題材にしたOJT（On the Job Training）、組織体制の整備にあ

り一応の成果をみたこと、地方分権化の道筋が現在のところ不明確であることなどから、

直ちに継続する調査を実施する意思はないとのことである。事実CIDA調査に参加するこ

とにより、「イ」国側のなかで優秀なスタッフが育っていることがCIDA調査担当者との

面談、及び「イ」国側関係者との協議を通じて把握されており、CIDA調査の詳細なReview

と、必要に応じたCIDAからのアドバイスに加え、これらの者を十分活かしながら今後の

展開を図っていくべきと考える。 

 このほか、同じくCIDAにより、北スラウェシ州全域に関する水資源計画M／Pが1999

年12月にまとめられているが、ゴロンタロ市周辺については上記報告書を取り組んだも

のである。 

 4) パブリック・コンサルテーションについて 

 本調査にかかわらず、開発事業におけるパブリック・コンサルテーションの必要性は

近年の国際的流れのひとつであり、「イ」国においても最も力を入れているところである。

CIDAによる当該地域に対するパブリック・コンサルテーションも行われているが、調査

内容は前述のような包括的なものであって、住民を対象とした生々しいものではなかっ

たようである。洪水被害軽減を目的とした本調査には流下能力不足を解消するための河

川拡幅が不可欠になってくることが予想され、住民に対するパブリック・コンサルテー

ションの手法が「イ」国側にとって最大の関心事となっている。パブリック・コンサル

テーションの対象は誰なのか、誰が行うのか、その手法はどうするのかなどについて、

「イ」国側と十分話し合った。結果、当然のことながら開催するのは「イ」国側であり、

本調査としてはパブリック・コンサルテーションを十分念頭に入れた計画を立てること

とし、その手法・手続きは前述のステアリング・コミッティーに委ねることとした。日

本国内でも確立されていない分野であり、現時点ではやむを得ないと考える。 

 5) キャパシティ・ビルディングについて 

 調査の実施による人材の要請、実施（建設・運用管理）体制の構築、関連制度の制定

などを対象としたキャパシティ・ビルディングを「イ」国側から要請された。従来の

Technical Transferを拡大したものであり、「イ」国側からの要請をまともに統括すれば、

十分それだけで一件のスタディーとして成立すると考えられるほどの内容である。前述

のCIDAの６年間にわたる調査も主眼はここに置かれており、OJTを通じて何人もの優秀

なスタッフが育っている。「イ」国側との話し合いにより、本調査、特にPhaseⅡのＦ／Ｓ

の実施に関するOJTによりCIDAと同様のキャパシティ・ビルディングを行うこととした

また、「イ」国側は河川拡張を必要とするであろう地区の住民の移転を念頭に入れ、我が

国河川法でいう「河川区域」の決定手法についての制度上のアドバイスを強く求めた。
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カウンターパート（Counter Part：C／P）の日本における研修について、「イ」国側は調

査を直接実施する州レベルの職員を日本に送りたい旨の要望が出され、「イ」国側の決定

事項であるが地方分権化のなかで当然のことと考え、Ｍ／Ｍに記述した。 

 6) Urgent Implementationへの準備 

 ゴロンタロ市街洪水常襲地域に対し当面の軽減策としての国際協力銀行（Japan Bank 

for International Cooperation：JBIC）ローンによる護岸工事が2002年竣工している。現地

視察によりUrgent Workとしての効果は出ていると考えられたが、仮にUrgentとしても不

十分であり、「イ」国側（州レベル）も継続した対策を実施するべく本調査のなかで

Ｄ／Ｄを行う可能性について打診された。手続き上、できない旨了解を得たが、PhaseⅡの

Ｆ／Ｓと並行して「イ」国が詳細設計（Detailed Design：Ｄ／Ｄ）を実施し、JICA Studyも

これを側面から支援することとした。 

 7) 総 括 

 「イ」国側の地方分権政策は現在その過渡期にあり、開発計画・事業実施についても

そのルールづくりを模索している段階にある。本調査も「イ」国側としてはそのための

Exerciseと考えており、今後、「イ」国における他の案件の実施手法へ影響する可能性も

大である。このことと、ゴロンタロ州の独立への援助、当該地域における洪水被害軽減

の緊急性を考慮したため、本調査に対する「イ」国側の期待は大きく、今後の本格的調

査実施にあたり、技術面、法制面など、十分なキャパシティを有する日本側コンサルタ

ントの参加が望まれる。 

 

(2) 専門員所感 

 団長所感において、今後の調査の実施体制と内容について具体的に提示されておること

から、ここでは繰り返しを避けることとし、補完的な位置づけとして専門員としての立場

から所感を記した。 

 1) 地方政府の位置づけ 

 a) 今次調査においては、現下の地方分権化の流れをどう読み切るかが本格調査の焦点

であると理解したうえで、中央政府並びに地方政府との協議においてはこの点に最大

限の努力を傾注することとした。 

 b) 法的には、今後の水資源管理は流域が属する地方政府によって独自な管理に委ねら

れることが決定している。同時に、DGWRはそのための支援業務もしくは地方政府間

にまたがる争議の調整機関として機能するに過ぎないから、地方政府による管理が整

備された段階においてDGWRの存在価値が半ば消失することは必定である。 

 c) しかし、中央から地方への水資源管理の完全な移行までに数年を要するであろうこ
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 とから、地方政府に十分な人材と権限が確保されていない現段階においては、従来ど

おりDGWRを中心としたステアリングコミッティーの枠組みを構築して、本格調査の

円滑な履行の保険とした。しかし、この枠組みはあくまでも地方政府水資源局がC／P

として本格調査に積極的に参画することを担保するためのものと考えている。 

 d) 本格調査においては、対策に数十ないし数百億円規模の建設資金を必要とする大規

模治水事業については、その資金手当（Implementation）の目途が付けられない限り本

格調査の検討対象とすることについて地方政府の理解を得ることは困難と思料する。

これについて地方政府との十分な協議が不可欠であり、本格調査の業務指示書作成に

おいて、この点における特別な配慮を喚起したい。 

 2) 持続的（Sustainable）洪水対策の必要性 

 a) 地方政府は、洪水防御としての緊急対策に対する我が国の支援を望んでいる。迅速

な事業化を望む点からも、設計並びに建設期間の短い、ボランゴ川河道の拡幅及び橋

梁架け替え等の緊急的対策のＤ／Ｄの実施を希望する発言も出された。 

 b) しかしながら、これらの対策はいずれも流域全体の水理解析に基づいたM／P調査を

経ていないため、場当たり的な内容にとどまっている。工事を実施したあとにおいて

も、被害が数年若しくは十数年単位で繰り返さないという保証はない。 

 c) 我が国が対「イ」国で援助した最近の洪水防御事業は、北スマトラ州都メダン、ジ

ャカルタ首都圏、西ジャワ州都バンドンなど、いずれも拠点都市で実施されており、

地域経済振興、及び民生の安定向上を図るうえでの経済効果を期待するところの、河

川改修、放水路建設、流水の転流等による洪水被害軽減対策に集中している。 

 d) 調査対象のゴロンタロ州における洪水は、被害の実態調査が不十分な内容であるば

かりか、その規模並びに深刻の度合いでは拠点都市と比較にならないことから、今後

の事業化において国家計画としての優先度は極めて劣るといえる。 

 e) 地方自治法細則107号に基づき、地方政府は独自に国際援助機関からローンの借り入

れができるようになったが、中央政府は許可をするが保証はしないという立場であり、

当面は国際機関からの新規案件供与は無理である。また、地方政府による起債を通じ

た資金調達の道もあるが、地方政府の経済規模を無視した大規模な治水事業は実現性

が薄いとみる。 

 f) とすれば、洪水対策としては、従来どおりに裨益人口１人当たりの投資と便益のバ

ランスを重視した内容とするとともに、地方政府としての持続的（Sustainability）開

発を担保する必要がある。ゴロンタロ州の財政規模に見合った対策とすることがポイ

ントであり、同時に、流域最上流から河口までの流域全体管理の視点を重視する。ま

た、河道管理基準（River Corridor Management Regulation）の策定によって、河川区域
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　における居住制限、河川用地（Right-of-Way）指定事項、防災のための地域住民エン

パワーメント等について我が国の知的支援を含めることが望ましい。

 3) 治水対策計画

 a) 洪水氾濫地域の上流に位置するリンボト湖は、1920年代の最大水深が70ｍはあった

らしい。上流域からの堆砂を主原因とした湿地化が急激に進行した現在は、水深が数

メートルの低湿地帯に様変わりしており、既に多くの集落が形成されてしまった。

 b) リンボト湖は、いわばメコン流域におけるトンレサップ湖と同じ役割を果たしてい

たようだ。乾期のボランゴ川への流水補給、雨期にはボランゴ川の洪水がリンボト湖

へ逆流して貯留されることで、ゴロンタロ市内の洪水発生を抑制する役割を担ってい

た。

 c) 浚渫によりリンボト湖の洪水調節機能の回復が現実的な対策の１つと考えられるが、

本格調査においては検討対象域の詳細な地形図を作成することが先決だ。現状の地形

に基づく水理モデル解析においては、海面潮位の背水効果と思われる実際の洪水現象

をある程度に模擬できるレベルに高める必要がある。そのうえで、河川改修等の諸対

策の効果と経済性について包括的に検討する。

 d) 最後に、本格調査において実質的なC／Pとなる北スラウェシ州の水資源管理局（Sub

Dinas Pengairan：SDP）とは、密接に協議を重ねて調査を進める必要がある。氾濫地

域の河川改修、放水路建設、流水の転流に加えて、上流域の水源涵養機能の回復と表

土の侵食流出防止と下流域の堆砂防止対策において、我が国による本格調査に期待さ

れているのはCIDAのM／Pを踏み台にした流域一貫管理に対する知的支援であるとい

える。

１－６－２　本調査実施体制に係る協議概要

　今回調査の主要な課題は調査実施機関の確定であった。地方分権化、居住地域インフラ省（旧

公共事業省）の組織再編を受け、本件調査は実質的なC／Pを北スラウェシ州政府とする予定

であったが、調査対象地域をカバーする地域が第32番目の新州政府（ゴロンタロ州）として発

足したため、２州の協力体制及び中央政府との関係を調整する必要があった。

　DGWRでも実施体制について検討不十分であったため、調査団の現地調査に同行するよう依

頼し、調査団と協議のうえ、最終的にはDGWRが全責任を負う実施主体となり、新ゴロンタロ

州政府、北スラウェシ州政府の調整を行うことを、州レベルと交わしたＭ／Ｍの内容を踏まえ

たＳ／Ｗ、Ｍ／Ｍを中央政府と署名、交換することで確認した（新ゴロンタロ州政府側は現場

調査最中の２月16日に正式に州知事が就任したばかりであったため、主要な協議は北スラウェ
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シ州と実施した）。各Ｍ／Ｍの要点は次のとおり。 

 

(1) 北スラウェシ州地域開発庁（BAPPEDA） 

 ゴロンタロ州は発足したばかりであるため、北スラウェシ州が全面的にバックアップを

行うとともに、必要な情報をゴロンタロ州に提供する。また、人材が不足しているため、

北スラウェシ州より、C／Pを補強する。 

 

(2) 北スラウェシ州SDP 

 DGWR及びゴロンタロ州、北スラウェシ州をメンバーとするステアリングコミッティー

を設置し、本件調査の方針決定等を行う機関とする。また、ゴロンタロ州政府は名義的に

は独立したため、法律的には北スラウェシ州の権限が及ばない。したがって、ゴロンタロ

州に協力するために、DGWRからDecreeを発出するよう依頼する。キャパシティ・ビルデ

ィングについてSDPから要望があったため、「イ」国側主体でOJTにより緊急治水対策の

Ｆ／Ｓを実施することとした。パブリック・コンサルテーションについては、先方から強く

要望が出され、調査実施期間中、調査着手段階、M／P策定前、ドラフトファイナルレポー

ト策定前の３回にわたって州政府が実施し、JICAはこの実施に必要な協力を行うこととし

た。また、河川区域の設定に係る法律等の整備に対する協力も依頼されたため、治水対策

に係るソフトコンポーネントとして本件を含めることにつき、持ち帰り検討することとし

た。また、C／P研修については、州レベルのC／Pが参加できるよう依頼があった。 

 

(3) 居住地域インフラ省水資源総局（DGWR） 

 前述２つのＭ／Ｍを踏まえ、ステアリングコミッティーの設置、Decreeの発出、キャパ

シティ・ビルディング及びパブリック・コンサルテーションの内容について確認し、合意

した。また、予算措置につき、州レベルでは対応しきれないため、DGWRが措置を講ずる

ことを確認した。しかしながら、「イ」国側は本年度予算を12月で確定しているため、本

格調査開始の初年度分については予算措置が困難であることを受け、JICA本部に持ち帰り

検討することとした。C／P研修を実施する場合には、地方レベルのC／Pが実施することが

効果的な技術移転につながることを確認し、その旨Ｍ／Ｍに記載した。 

 また、前述２州の関連機関を訪れ、調査概要を説明し、おおむね理解を得、本件実施の

ための協力を惜しまない旨発言があった。その他、関連機関との協議の主なポイントは次

のとおり（Ｍ／Ｍ参照）。 
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(4) CIDA 

 本件調査対象地域で総合的な水資源管理計画（M／Pレベル）を実施しており、本件調査

の概要を説明し、既存データ等の協力を依頼した。快諾を得るとともに、非公式ではある

が事業実施段階での連携可能性の打診があったため、調査実施中、便宜情報交換すること

とした。 

 

(5) 国家開発計画庁（Badan Perencanaan Pembangunan Nasional：BAPPENAS） 

 調査終了後、事業実施のためのローンを必要とする際の仕組みづくりについて、確認し

たが、ツーステップローンのようなスキームを考えているものの、検討段階であり、現実

的な方策は確認できなかった。 
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第２章 調査対象各流域の概要 
 

２－１ 自然条件 

２－１－１ 位 置 

 「イ」国は赤道をはさみ、北緯６度から南緯11度、東経95度から141度の間に散在する約１万

４,000の島々によって構成されている。これらの島々は、スマトラ島、カリマンタン島、スラ

ウェシ島、ジャワ島から成る大スンダ諸島、ジャワ島の東端からティモール島に至る小スンダ

諸島、マルク諸島、アルー諸島、タニンバル諸島等から成る東部インドネシア列島の３つに大

別できる。 

 この調査が対象とするリンボト―ボランゴ―ボネ川流域は、スラウェシ島北部に位置する北ス

ラウェシ州に属する。「イ」国の首都ジャカルタから約2,300km北の北緯１度付近に位置する。 

 

２－１－２ 地形・地質 

(1) 地 形 

 調査対象域を概観すると、中央は湖成堆積地形で形成された平坦面で、その周りを丘陵

が囲み、更にそのまわりに山地が分布している。標高500ｍ以上の地域は約1,000km2（32％）、

標高100ｍ以下の地域は500km2（16％）で、100ｍから500ｍの地域が1,600km2（52％）であ

る。流域平均高度は海抜約150ｍである。調査対象域における標高分布図を図２－１に示す。 

 調査対象域の地形は湖成堆積低地、沖積低地、段丘、堆積岩丘陵、火山岩丘陵、火山山

地、貫入岩地形、堆積岩山地の８種に分類される（CIDA, Main Report, Vol.Ⅰ，表３.１）。 

 

(2) 地 質 

 CIDAのレポート（Main Report, Vol.Ⅰ，図３）によれば、調査対象域には河川沖積層、

湖底沖積層、洪積堆積層、第三系堆積層、火成岩等の地質が分布している。地質構造の観

点からは、活動の活発な地質地帯と認められ、リニアメントや断層線が多数発見されてい

る。調査対象域内で最も広い面積を占める地質はリンボト湖の北東域に分布する火山岩貫

入岩である。南西には石灰岩の見事な段丘が分布しており、中央部には湖底堆積物が厚く

分布している。調査対象域内での最も古い地質は第三系堆積岩である。漸新世若しくは始

新世の火山岩も分布する。地表近くに分布する地質の主要なものは、火山岩類、Molasse 

Celebesと呼ばれる堆積岩、サンゴ起源石灰岩及び沖積層である。 
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２－１－３ 気象・水文 

(1) 気 象 

 1) 気象の概要 

 「イ」国は、一般に海洋性亜熱帯性気候に属し、高温多湿の気候で変化が乏しく、乾

期と雨期に区別される。12月から４月（雨期）にかけてはアジア大陸から吹いてくる北

西モンスーンの影響を受け、スマトラ島南部、ジャワ島、小スンダ諸島に雨量が多く、

逆に６月から８月（乾期）にはオーストラリアから吹く南東モンスーンの乾いた風を受

けるため、雨量が少ない。 

 調査対象地域は、風向の違いにより、２季節に区別することができる。月平均湿度は、

９月の75.4％から５月の83.6％の間で年間変動する。蒸発散量は1,610mm/年と算出され

ている。年間平均気温は26.5℃、月平均最高・最低気温はそれぞれ28.8℃、24.9℃であ

る。 

 2) 降水量 

 調査対象地域においてCIDAにより設置された雨量・気象観測地点を図２－２に示す。

これらの地点における記録はマナドの北スラウェシ州水資源開発部のHydrological Unit

において保管・管理されている。 

 年降水量は低地において1,000～1,280mm、高地において2,000mmを越えるという。 

 調査対象域西部に位置するイシム空港における1973～1994年における月別最大・最

少・平均降水量を図２－３に示す。この年間の降水量変動をみると、５月と11月（12月）

に極大降水量を示し、乾期（100mm以下）は７～10月と２月に現れている。また、当地

における2000年１月から2001年１月までの日降水量を表２－１に示す。2001年１月にお

ける月間降水量は過去27年間の観測期間中における最高記録を示している。事前調査期

間中に発生した２月初旬の洪水は、この１月の先行降雨の多さにも影響を受けている可

能性がある。 
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 (2) 水 文 

 1) 河川の現況 

 リンボト湖流域の面積は約920km2であり、リンボト湖の面積は乾期の25km2から雨期

の50km2の間で変化する。また、流域平均高度は海抜約150ｍである。リンボト湖には北、

西、南方から約20の支流が流入しており、土壌堆積が進み、このままでは近い将来自然

的に自埋積される運命にある。実際、最近の数十年間に最大水深が12ｍから2.5ｍに減少

している（CIDAレポートより）。さらに1940年代に始まった樹木伐採により、この埋積

速度が加速されている。このような流域荒廃のため、流域の保水能力は小さく、湖に流

入する河川の洪水は急激で激しいものとなっている。 

 ボランゴ川流域は約520km2の面積を有し、流域平均速度は400ｍである。リンボト湖流

域と同様、流域の荒廃が進行している。 

 ボネ川の流域面積は1,331km2であり、流域平均速度は700ｍである。また、森林被覆率

は46％で、基底流量は安定している。 

 CIDA(Vol.２,Annexes, B.３.４節)によれば､100年確率洪水流量及び灌漑用水の確保に密

接に関係する半月流量の５年確率年間最小値は、個々の河川について表２－２のように計

算されている｡CIDAのレポートでは､この100年確率洪水流量と流域面積との関係をグラ

フ上に示しているが(Vol.２，Annexes，Figure B.11参照)､その関係は次の等式に近似する｡ 

Ｑ＝1.718*Ａ^1.02 

ただし 

Ｑ：100年確率洪水流量（ｍ3/ｓ） 

Ａ：流域面積（km2） 

 

表２－２ 調査対象周辺河川における100年確率洪水流量及び５年間確率半月渇水流量 

河 川 位 置 流域面積 
（km2） 

年平均流量 
（ｍ3/ｓ） 

100年確率洪水流量 
（ｍ3/ｓ） 

５年確率半月渇水 
流量（ｍ3/ｓ） 

Bone Alale Weir 1,060 34.9 1,900 10 
Bolango Lomaya Weir 388 11.7 700 7 
Bionga Huludupitango Weir 57 1.2 100 2 
Molalahu Molalahu Weir 87 0.8 160 0 
Pohu Pohu Weir 134 1.7 240 － 
Meluupo Pone Gauge 24 0.3 － － 
L.Limboto Total inflow 892 － 1,600 － 

 

 リンボト湖の水位は、湖から流出口の堆積状態に著しく影響される。1993年から1998

年までの平均水位は3.86ｍ（MSL）で、1997年11月の2.65ｍと1995年８月の5.50ｍの間で

変動した。 
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　調査対象域内に存在する下記の６か所の洪水頻発域を図２－４に示す。

 a) 南ゴロンタロ市（570ha）

　この地帯の洪水は、ボランゴ川とボネ川との合流効果と潮位変動とを原因とする。

水深１ｍが30日以上継続したこともある。

 b) ボランゴ川流域（350ha）

　流域沿いの低地に家屋が建設され、十分な河積が確保できないために、洪水が発生

する。

 c) ピノグ地帯（200ha）

　ボネ川上流のピノグ地域で発生する洪水は水深0.5ｍ、継続期間が１日程度である。

 d) リンボト及びビオンガ川扇状地（600ha）

　湖の高水位に影響されて洪水が発生し､その水位は0.4ｍ､継続期間は１日程度である｡

 e) リンボト湖の西周辺（約1,200ha）

　湖への流入土砂の堆積により、洪水が発生する。水位は１ｍ以上、継続期間は20日

以上である。

 f) イシム地域（約300ha）

　イシム盆地からの流出河道の河積が十分でないために、洪水が発生する。水深１ｍ

が数日間継続する。

　今回の現地調査期間中にも洪水被害が発生し、政府により緊急速報が発せられた。こ

れによると今回の洪水被害は2001年１月から続く降雨により、ボランゴ川とボネ川が同

時に氾濫し、18村落が被害を受けている。2001年は特に洪水被害が多く、その第一の原

因は降水量が平年の倍以上に増加しているためと報じられている。

 2) 土砂流送

　土砂の堆積問題は、リンボト湖や将来の貯水池にとって障害となる。流域の堆積速度

は200～500ｍ3/km2/年と考えられているが、観測及び測定によるデータが蓄積されてい

ないため、いまだ詳細は明らかではない（CIDA，Vol.2，Annexes，B.５節）。

 3) 水　質

　これまでの報告では、地下水において硝酸態窒素の高い濃度（12.4mg/l）がみられた

こと、リンボト湖において渇水期に生化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand：

BOD）、化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand：COD）、大腸菌及び有機物など

による汚染が目立つこと、アロ川、アロク地点において高い電気伝導度（855μs/cm）

がみられたことが明らかにされていた。さらに今回の現地調査の期間中、ゴロンタロ市

浄水場（ボネ川）において水銀が検出されたことを知った。これは金の不法採鉱に関連

していると思われ、対象流域全体の水質について水銀を含めた重金属のバックグラウン

ド値を把握しておく必要があると認識された。
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２－２ 社会・経済状況 

２－２－１ 人 口 

 リンボトーボランゴーボネ川流域は11の郡と200の村落とで構成されている。1995年現在の総

人口は約45万6,000人で、人口密度は151人／km2である。流域内の大きな都市は、ゴロンタロ

市とリンボトで、それぞれ13万3,000人、５万2,000人の人口を有する。都市域は総面積の２％

を占めるにすぎず、その人口密度は2,740人／km2と算出される。 

 

２－２－２ 土地利用状況 

 調査対象河川流域における土地利用区分と各占有面積を表２－３に示す。 

 

表２－３ 調査対象河川流域の土地利用区分 

利用区分 占有面積（km2） 占有率（％） 
森林 1,690 56.7 
水田 245 8.1 
畑地 155 5.1 
宅地 155 5.1 
湖沼 3 0.1 
その他 782 25.9 

 

２－２－３ 水利用状況 

 ゴロンタロ市では、地下水と河川水とを水源とする水道により、7,850世帯（６万8,000人）

がサービスを受けている。リンボト市でも地下水と河川水とを水源とする水道が布設されてお

り、1,130世帯（7,900人）がその恩恵に浴している。 

 調査対象域の中には６系統の灌漑水路系が布設されており、その灌漑面積は約7,800haである。

20の村落において独自の灌漑系統が布設されており、このうち16村落で二期作が可能となって

いる。水が十分に確保されれば、三期作も可能になるであろう、とのコメントが住民から聞か

れた。 

 リンボト湖の西では、農業活動が盛んになった時期に、32本の深井戸が設置された。ゴロン

タロ地域では48本の深井戸から10,850ｍ3/日の揚水が行われている。 

 また下水道設備は、現在のところまだ布設されていない。しかし、ゴロンタロ市では独自の

下水道設置計画があること、また世界銀行資による工事が着工されることなどの情報を得た。 

 

２－２－４ 産 業 

 調査対象域における1991年現在の就労人口（10万5,000人）は、流域人口の約24％に相当し、

その業種別内訳を表２－４に示す。 
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 表２－４ 業種別内訳  

産 業 農業 漁業 商業 公務員 運輸 鉱業 家内工業 単純労働 その他 

従事割合(％) 44 5 11 14 3 1 4 9 9 

 

 主要経済は農業で、地域GDPの36％を占める。輸出農産物はコプラ、バニラ、クローブであ

る。 

 就労人口の半数近くを占める農業における農家数は1万6,100戸であり、その23％が地主層

（Pemilik）、48％は自作農（Pemilik/Penggarap）、29％は小作（Penggarap）である。土地の所有

状態を以下に示す。 

・0.5ha未満 13,500人 (約84％) 

・0.5～1.0ha 1,900人 (11.9％) 

・1.0～1.5ha 358人 (2.3％) 

・1.5～2.0ha 141人 (0.9％) 

・2.0ha以上 176人 (1.0％) 

 また調査対象域内の１人当たりの年収は村によって異なり、15万～30万ルピアの範囲内で、

平均は21万ルピアである。 

 

２－３ 治水・流域管理等に関する法律・政策 

２－３－１ 法制度 

(1) 水管理に関する法制度 

 1974年に制定された「灌漑・水資源に関する規定」（法律第11号）により、水及び水資

源の管理のために基本規則が施行されている。 

 本法律の実行規則は、以下のとおりである。 

・「水系規制及び調整」に関して1982年法律第22号 

・「灌漑」      に関して1982年法律第23号 

・「湖沼」      に関して1991年法律第27号 

・「河川」      に関して1991年法律第35号 

 法律第35号の主旨は以下のとおりである。 

・河川管理の権限と責任は大臣にある。 

・河川管理のため河川区域を決定する。 

・流域単位に河川計画を策定する。 

・河川、河川構造、貯水池の建設・管理は、一般公共の福祉と安全性の向上を目的とし

たものについては政府によって行われ、他の目的のものに関しては、国の許可を得て
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合法的団体・社会組織・個人によって行われる。 

 

(2) 土地取得に関する法制度 

 1) 土地取得に関する法的根拠 

 「イ」国において大規模な公共事業を実施するためには、環境影響評価（Environmental 

Inpact Assessment：EIA）が義務づけられている。他の開発途上国と同様に、公共事業を

実施するうえで重要な環境への影響は住民移転であるといえる。 

 「イ」国には、土地取得に関する法律として「土地取得法内務省令15号、1975年」が

あった。この法律は1993年に「公共利益のための開発に伴う土地の準備大統領令第55号」

が発令された。旧法律では、協議なしに補償金を委員会が直接定めていたが、改正され

た法律では委員会が関係政府や土地所有者及び権利所有者を集め、協議し、補償の方法

や補償金の決定を同意に至るまで行う。 

 2) 土地取得の手順 

 公共事業に伴う土地の取得は図２－５に従って実施される。 

 関係住民へのアナウンスはプロジェクトが詳細設計の段階で行われる。 

 3) 補償について 

 移転に伴う補償は土地、建物の種別等ごとに補償単位が決められ、それに基づいて行

われる。大統領令第55号で規定された補償分類を以下に示す。 

・土地（５区分） 

・建物（特別恒久建物、恒久建物、半恒久建物、一般建物、バラック等） 

・塀（鉄、石、樹木製等） 

・庭 

・井戸（石塀井戸、ポンプ井戸等） 

・下水処理槽 

・公共施設（電気、電話） 

・植物（種類別） 

・墓地等 

 交渉は郡長、又は村長が召集した委員会の下で、関係省庁及び住民側の代表の出席の

もとに行われる。なお、移転補償は補償費で解決することが前提であり、代替地を紹介

することはない。 
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２－３－２ 政 策 

 「第一期25か年計画」（第１次～第３次５か年計画：1968～1993年）において、水資源開発部

門は、食糧生産、雇用機会の提供、国民所得の増加など、国家経済の成長を支援してきた。 

 「第二期25か年計画」のスタートとなる第６次５か年計画（1994～1999年）では、水資源開

発部門の目標を以下のように設定している。 

 

(1) 食糧自給の支援 

 「イ」国における食糧自給達成はジャワ島での灌漑開発によるところが大きいが、第５

次５か年計画からの工業及び都市域の急激な発展が、農用地の他用途への転換を余儀なく

され、ジャワ島では米の生産が毎年減少しつつある。第６次５か年計画では、農地の転換

量及び人口の増加を考慮して、新規に50万haの灌漑開発を行う。 

 

(2) エネルギー多様化のための支援 

 水力発電の可能性のある全地域において調査を行う。本調査は潜在能力の高い場所のみ

で実施するのではなく、小規模発電に対しても実施される。 

 

(3) 適切な環境条件設定のための支援 

 国民の福祉の向上につれて、環境の質に対する要求が最も顕著な要求の１つになる。こ

のため洪水及び渇水対策を実施する。特に都市部、農業生産地域及び海岸沿いの漁業従事

者の居住地域を含む開発計画地域を対象とする。 

 

(4) 公平な開発支援 

 開発の不公平性は現状においても解消されていない。特に東部インドネシアの開発に重

点を置く。 

 

(5) 水資源開発における人的資源の向上 

 1994年２月に外務省から派遣された経済総合調査団は、今後の日本援助の重点分野とし

て、以下の分野をあげている。 

・公平性の確保（国全体の均衡ある開発をめざす） 

・人材育成・教育分野 

・環境保全（急速な開発に伴い、生じてきた環境問題への対応） 

・産業構造再編成に対する支援 

・産業基盤整備 
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 さらに国家開発計画（2000～2004年）（PROPENAS）の地域開発に関する章には次の４項

目が重点目標として掲げられている。 

・「イ」国の枠組みのなかで、地方社会が制度的に自立することを保障する。 

・州、郡及び町村の自立についての研究を促進する。 

・地方と中央との財政分配率を公平なものとする。 

・地方議会等の機能と役割を強化する。 

 以上の政策を実施する途上で、中央と地方との間に様々な格差が生じるおそれがあるの

で、それを防ぐ意味から上記の計画では次の施策の必要性が指摘されている。 

・地方経済の開発を効果的かつ確実に促進させる。 

・農村や漁村の向上を促進させる。 

・地方（特に東部及び国境地帯）における開発活動を強化する。 

・教育予算を充実させ、地方の人的資源の向上を図る。 

・平等性・透明性・生産性を維持させつつ、土地利用高度化施策を発展させる。 

 このような地方分権化が定着するまでには相当な時間がかかるものと考えられるが、現

時点では、次のような問題点が指摘されている（付属資料６、C-26参照）。 

・中央政府にみられるKKN（汚職、癒着、縁故）が地方に拡散するおそれがある。 

・安易な借り入れにより、返済不能に陥る。 

・地域間の格差が広がる。 

・環境破壊の可能性が考えられる。 

・中央政府からの移管がスムースに実施されるかが不明である。 

 

２－３－３ 組織体制 

 今回の調査団の「イ」国内での協議の結果、本格調査団に対する「イ」国側のC／PはDGWR

水資源計画局が担当することとなった。 

 新しく居住地域インフラ省に所属することとなったDGWRは計画局のほか、技術局及び地域

局（西部・中部・東部）が設置されている。さらに地方分権化の移行期間であること、ゴロン

タロ新州が北スラウェシ州から分離独立したことなどを踏まえ、北スラウェシ州BAPPEDA及び

水資源開発局の協力も取り付けることができた（図２－６参照）。 
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２－４ 洪水被害状況 

 ゴロンタロ市の市街地は、ボネ川河口のゴロンタロ港から約２km上流に位置する、ボネ川、ボ

ランゴ川、タマラテ川の合流部から北側に形成されており、1995年の人口は約18.5万人である。 

 ボネ川、ボランゴ川沿いの地域は、毎年のように冠水する恒常的な洪水被害地域となっており、

特に、ボランゴ川沿いのシエンデン・デルタ（Siendeng Delta）は、海抜２ｍ前後の低地にあるた

め、都市部において最も大きな洪水被害を被っている。図２－７にゴロンタロ市街地内の河川と

洪水氾濫区域を示す。 

 今般、2001年２月４日～２月６日の降雨により発生した、ゴロンタロ市の洪水被害は18村に至

り、避難した市民は1,826所帯（8,584人）、被害総額は320億ルピア（約3.8億円）と報告されてい

る。洪水被害内訳は表２－４及び表２－５に示すとおりである。 

 

表２－４ 家屋・商店・家畜の被害 

№ 被害項目 被害数 推定被害額 

１. 
 
 
 
２. 
３. 
４. 
５. 
６. 

家屋 
 －全壊 
 －半壊 
 －部分崩壊 
商店 
宗教施設 
商店の商品 
家具その他 
家畜、魚 

 
５軒 
12軒 
１軒 
推定 
１軒 
推定 
推定 
推定 

 
Rp.275,000,000 
Rp.125,000,000 
Rp.  5,000,000 
Rp.  7,500,000 
Rp. 47,500,000 
Rp.150,000,000 
Rp. 15,000,000 
Rp. 10,000,000 

出典：LAPORAN, Bencana Banjir di Kota Gorontalo Tanggal 4 s/d 6 Pebruari 2001 

 

表２－５ 堤防・公共インフラの被害 

№ 被害項目 被害数 推定被害額 

１. 
 
 
 
２. 
３. 
４. 
５. 
６. 

堤防施設 
 －盛土 
 －石積護岸 
 －ふとん篭 
道路 
排水路 
橋梁 
灌漑用水路 
その他施設 
 －水道施設 
 －電力供給網 
 －電話網 

 
96,082ｍ3 
32,587ｍ3 
50,125ｍ3 
84.83km 
18,243ｍ 
－ 
526ｍ 
 
－ 
推定 
－ 

 
Rp. 3,876,000,000 
Rp. 8,100,000,000 
Rp.11,873,000,000 
Rp. 2,300,500,000 
Rp. 4,500,000,000 
Rp.     7,500,000 
Rp.   188,000,000 

 
Rp.   150,000,000 
Rp.   125,000,000 
Rp.    50,000,000 

出典：LAPORAN, Bencana Banjir di Kota Gorontalo Tanggal 4 s/d 6 Pebruari 2001 
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 これらの洪水被害を受け、SDPでは、今後洪水防御施設整備に必要な投資額を、表２－６に示

すように約600億ルピア（7.2億円）と試算している。しかしながら、2001年度の地方政府の洪水

対策予算は11億ルピア（0.13億円）しかなく、残りは中央政府の予算に頼らざるを得ないとして

いる。 

 また、技術的にも、下記の放水路建設（ボランゴ川～リンボト湖）、及び自動ゲート建設（リン

ボト湖出口）は、その洪水貯留効果において水文・洪水氾濫解析による検証が不十分であり、リ

ンボト湖底の堆積土砂の排除、湖畔の水没家屋・農地（田畑）の補償等の問題もあり、今後解決

すべき課題が残っている。 
 

表２－６ 洪水防御施設整備に必要な投資額 

№ 洪水防御施設 推定被害額 
１. 
２. 
３. 
４. 
５. 

ボランゴ川の堤防建設 
ふとん籠による護岸 
放水路の建設 
自動ゲートの建設 
河川改修 

Rp.15,000,000,000 
Rp.25,000,000,000 
Rp. 1,500,000,000 
Rp. 7,500,000,000 
Rp.21,000,000,000 

合 計 Rp.60,000,000,000 
出典：LAPORAN, Bencana Banjir di Kota Gorontalo Tanggal 4 s/d 6 Pebruari 2001 

 

２－５ 洪水防御施設の現況及び維持管理体制 

２－５－１ 洪水防御施設の現況 

 DGWRでは、毎年繰り返される洪水被害の緊急対策として、1999年から2000年にかけてJBIC

のセクターローン〔地方インフラ整備事業（Rural Areas Infrastrucure Development Project:PTSL）〕

を利用し、ボネ川、タマラテ川、ボランゴ川の堤防工事を約62億ルピアで実施している。工事

の実施に際し、実施設計はローカルコンサルタントが行っている。 

 また､追加緊急洪水対策工事として､約120億ルピアのローンをJBICに申請しており､その内容

は表２－７に示すとおり｡表２－７の計画書によると､ボネ川河口の浚渫(500ｍ)､ボネ川右岸の

護岸補修(250ｍ)､並びに市街地低地部(シエンデン･デルタ付近)のボランゴ川の改修､護岸工事

(3,500ｍ)を予定しており､11軒の家屋補修と､同河川流下能力不足のネックとなっているテン

ダ橋の拡張工事が含まれている｡本工事は､申請手続き及び審査が順調に行けば､地方インフラ

整備事業(Ⅱ)､あるいは小規模灌漑管理事業(Ⅲ)のローン残余を利用して実施されると思われ

るが､今後､更なる地方分権化に伴い､この種の小規模プロジェクトの必要性が益々多くなるも

のと思われる｡ 

 なお、本工事のための水理計算、河川測量、河川改修断面の設定、設計作業は1999年にロー

カルコンサルタントが実施している。図２－８にローカルコンサルタントによる河川水理計算

断面位置図を示す。しかしながら、実施に際し必要な移転家屋の調査、橋梁掛け替えの設計な

ど、具体的な実施計画がなされておらず、本格調査団の技術的支援を期待している。
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２－５－２ 市街地の排水施設の現状 

 ゴロンタロ市内の排水施設の建設、維持管理は、ゴロンタロ市役所（Kota Gorontalo）が行

っている。ゴロンタロ市内の排水システムは、各家庭からの雨水、汚水排水を道路側溝で集水

し、流末でボランゴ川、タマラテ川あるいはボネ川に放流している。各放流口には、鉄製の簡

易なフラップ・ゲートが付いており、周辺河川の水位が高いときには逆流しないようになって

いるが、内水排除ポンプ施設がないため、洪水時には河川の水位が下がらない限り冠水状態が

収まらず、洪水被害を長引かせる原因となっている。 

 ゴロンタロ市では、市街地の排水改善に向けて、2000年「ゴロンタロ市排水マスタープラン

（Penyusunan Master Plan Drainase Kota Gorontalo）」を作成しているが、実施の目処は立ってい

ない。 

 一方、世界銀行（WB）では、1996年から居住地域インフラ省（旧公共事業省人間居住総局）

をC／Pとして、スラウェシ州の40地方都市を対象に、都市の衛生改善、インフラ整備を目的と

して、「Second Selawesi Urban Development Project」を実施している。プロジェクトの終了は2001

年末を予定している。このプロジェクトは以下の７つのプログラムで構成され、都市内排水路

の整備も含まれている。 

・Urban Planning and Housing (KIP：Kampung Improvement Program) 

・Water Supply 

・Human Waste / Sanitation 

・Drainage and Flood Control 

・Urban Roads 

・Solid Waste Management 

・Neighborhood and Market Improvement 

 ゴロンタロ市、リンボト市ともに上記プロジェクトの対象になっており、それぞれの年度ご

とに実施された排水路整備の延長、投資額（工事費）は表２－８に示すとおり。両市の排水路

整備位置図を、図２－９及び図２－10に示す。 

 

表２－８ 世界銀行プロジェクトによる排水路整備実績 

年 度 ゴロンタロ市 リンボト市 
 延 長 投資額 延 長 投資額 

1997/1998 4,562ｍ Rp.  695,049,700 1,798ｍ Rp.  257,441,000 
1998/1999 8,982ｍ Rp.2,030,282,200 8,746ｍ Rp.2,455,463,700 
1999/2000 － － 8,638ｍ Rp.2,243,412,500 
2000/2001 500ｍ Rp.  590,410,000 － － 
計 14,044ｍ Rp.3,315,741,900 19,182ｍ Rp.4,956,317,200 
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２－５－３ 維持管理体制 

 リンボトーボランゴーボネ流域の河川は、北スラウェシ州の公共事業局(Dinas Pekerjaan 

Umum：Dinas PU)内のSDPが維持管理を行い、建設は主に中央政府予算で、居住地域インフラ

省（Kantor Wilayah Pekerjaan Umum：KANWIL PU（旧公共事業省地方建設局）を通して実施さ

れてきた。 

 しかしながら、今後は地方分権化に伴い、建設においても地方政府予算で実施されることと

なり、KANWIL PU職員の多くも州職員へ身分転換することになっている。事前調査時点（2001

年２月）で、北スラウェシ州知事から身分転換の辞令がまだ交付されていないものの、近々交

付されるものと思われる。 

 一方、ゴロンタロ州の設立を受け、2001年２月16日に州知事が任命され、今後、ゴロンタロ

州においても州組織、州職員の編成が行われるが、当面は北スラウェシ州のSDPが維持管理を

継続するものと思われる。 

 今後の河川の維持管理にあたり、特に都市河川の改修においては、河川沿いの不法占拠家屋

を含む住居の移転がスムーズな河川改修事業の妨げとなっており、本格調査での技術支援を通

して、河川区域の設定、河川区域内の土地利用制限等の法制度整備の課題に、真剣に取り組ん

でいく必要がある。 

 

２－６ 洪水防御施設整備計画の進捗状況及び将来計画 

２－６－１ CIDA調査における洪水防御計画 

(1) CIDA「LBB流域水管理計画M／P」の概要 

 「Lomboto-Bolango-Bone Basin Water Management Master Plan」は、CIDAの資金援助によ

るP３SU (the North Sulawesi Water Resources Institutional Development Project)プロジェクト

の一環として、SDPとCEA（The Canadian Executing Agency）により策定されたもので、1999

年12月にファイナルレポートが提出されている。 

 この調査は、リンボト―ボランゴ―ボネ流域の、流域保全、灌漑・飲料・工業用水供給、

洪水対策を含む包括的なM／Pであり、調査のなかで流域の水管理に関する現状の課題を以

下のように分析している。 

 1) Inadequate Institutional Capacity 

 2) Deforestation of Watersheds 

 3) Water shortages for Irrigation in Water Limboto 

 4) Flood Hazard in Kotamadya Gorontalo and Limboto 

 5) Pressure on Lake Limboto 

 6) Inadequate Exploitation of Irrigation Infrastructure 
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 7) Limited Access to Safe Drinking Water of the Rural Population 

 8) Unreliable Urban Water Supply Systems 

 9) Inadequate Sanitation Measures 

 一方、上記課題の解決を目的として、Repelita X（第10次国家開発５か年計画： 2014～

2018年）までの、流域保全、水資源開発・水供給、洪水対策等の水管理に関する29の具体

的なプログラムを提言している。このなかで洪水対策に間接的あるいは直接的に関連する、

放水路建設、多目的ダム建設に関するプログラムは、他のプログラムに比べ投資額が大き

いこともあり、Pre-F／Sレベルの調査が行われ、経済内部収益率（Economic Internal Rate of 

Return：EIRR）も算定されているが、更なるＦ／Ｓの実施を提言している。 



－36－

表２－９ CIDAのLBB流域水管理計画に関するプログラム 
 

No. Title of Initiatives 
Capital 
Cost 
(Rpx106) 

Remarks 

COMPONENT１：IMPROVEMENT INSTITUTIONAL FRAME WORK 

１. Water Management Institutions 1,000  

２. River Basin Water Resources Committee (PPTPA) 200 Total of Component１＝1,200 
COMPONENT２：PROTECTION AND CONSERVATION WATER RESOURCES 

３. Environment Management 2,400  

４. Upper and Middle Watershed Rehabilitation 45,000  

５. Sediment Monitoring 4,677  

６. Lake Limboto Management Plan 975  

７. Demarcation of Lake Limboto Buffer Zone 4,130  

８. Regulation of Lake Limboto Water Levels 10,661  

９. Dredging of Lake Limboto 175  

10. Fisheries Development 3,445  

11. Sanitation Measures 33,000 Total of Component２＝104,463 
COMPONENT３：IMPROVE USE OF EXISTING WATER RESOURCES INFRASTRUCTURE 

12. O&M Improvement of Rural Water Supply 
Infrastructure 

510  

13. O&M Improvement of Piped Water Supply 
Systems 

800  

14. O&M Improvement of Irrigation and Drainage 
Systems 

N/A  

15. Agricultural Diversification 1,000  

16. R&U of Irrigation and Drainage Development 32,454  

17. Development of Village Irrigation Schemes 2,267 Total of Component３＝37,031 
COMPONENT４：MEET WATER REQUIREMENT 

18. Improvement of Rural Water Supply Systems 975  

19. Gorontaro City Domestic and Industrial Water 
Supply 

31,500  

20. Limboto City Domestic and Industrial Water 
Supply 

3,150  

21. Bone River to West Limboto Diversion Canal 158,695 EIRR：26％ 

22. Kayu Merah Multi-Purpose Reservoir 44,528 economically marginal 

23. Toheti-Deua Multi-Purpose Reservoir 269,925 
473,148 

EIRR：20％ 

24. Groundwater Development 768 Total of Component４＝509,541 
COMPONENT５：CONTRIBUTE TO MEETING ENERGY REQUIREMENT 

25. Dumbaya Bulan Hydropower Development 356,200  

COMPONENT６：REDUCE URBAN AND AGRICULTURAL FLOOD DAMAGE 

26. Gorontaro City Flood Plan 36,276  

27. Limboto City Flood Plan 6,845  

28. Agricultural Flood Control 13,950 Total of Component５＝57,071 
OTHERS 

29. Development of Coastal Engineering Works 15,100  

TOTAL 1,080,606  

出典：「LBB Basin Water Management Master Plan, VolumeⅠ, Main Report, March 1999」by CIDA 
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 上記CIDAの水管理計画M／Pにおいて、Component４の№21・№22・№23とComponent５

の№26・№27・№28が、間接的あるいは直接的な洪水防御策として提言されている。 

 総投資額１兆800億ルピアのうち、Component４の放水路建設（№21）と２つの多目的ダ

ム建設（№22･№23）が4,730億ルピア（44％）を占め、国営電力公社（State Electricity 

Company：PLN）のボネ川水力発電ダム建設(№25）の3,560億ルピア（33％）と並ぶ、最大

規模のプログラムとなっている。 

 

(2) ボネ川～西リンボト放水路計画（№21）の概要 

 1) プロジェクトの目的 

・灌漑用水の供給：リンボト湖西部地域9,672haへの灌漑用水供給。灌漑面積9,672haの

うち、7,472haは既に灌漑用水路があるものの水量不足を来たしており、残る2,000ha

が新規灌漑用水供給。これにより、全灌漑地域を二期作可能とし、うち4,780haにおい

ては三期作も可能とする。 

・工業用水及び都市水道水の供給：ゴロンタロ市及びリンボト市 

・乾期におけるリンボト湖の水位維持 

・リンボト湖周辺の地下水の涵養 

 2) プロジェクトの概要 

・ボネ川の取水堰：高さ3.0ｍ、長さ80ｍ 

・放水量：11.50ｍ3/ｓ 

・放水路：延長46km、底幅3.5ｍ、高さ1.31ｍ、流速1.61ｍ/ｓ 

・その他付属施設：ボランゴ川横断サイフォン（Ｌ＝500ｍ、２連ボックスカルバート）

１か所、及びその他10か所 

 3) コスト 

・1,586億9,500万ルピア 

 4) 不確定要素 

・ボランゴ川の十分な水量が確認された場合には、本案のボネ川からの放水路は必要な

し。 

・居住地域インフラ省では、ボランゴ川～西リンボト放水路案（延長26km）に方針を既

に変更済み。ただし、ボランゴ川の十分な流量観測、並びに水文解析は実施されてい

ない。 
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 (3) カユ・メラ多目的ダム計画（№22）の概要 

 1) プロジェクトの目的 

・灌漑用水の供給：灌漑面積525ha 

・都市水道水の供給：リンボト市 

・リンボト市の洪水防御 

・リンボト湖へ流入する土砂の砂防機能 

 2) プロジェクトの概要 

・ダム形式：ロック・フィルダム 

・ダム形状：高さ33ｍ、長さ230ｍ（ダム平面図を図２－11に示す。） 

・洪水調節容量：216万ｍ3 

・頚各滞砂容量：83万ｍ3 

・ダム湖水面積：86ha 

 3) コスト 

・445億2,800万ルピア 

 4) 不確定要素 

・ビヨンガ川の流量観測データがわずか２年分しかなく、今後も流量を継続的に観測す

る必要がある。 

 

(4) トヘティ多目的ダム計画（№23）の概要 

 1) プロジェクトの目的 

・灌漑用水の供給：灌漑面積9,672ha。ボネ川～西リンボト放水路計画案に同じ。 

・工業用水及び都市水道水の供給：ゴロンタロ市及びリンボト市 

・ゴロンタロ市の洪水防御 

・流出土砂の砂防機能 

・小規模水力発電 

 2) プロジェクトの概要 

・ダム形式：アース・フィルダム 

・ダム形状：高さ39.6ｍ、長さ340ｍ 

・洪水調節容量：5,000万ｍ3 

・計画滞砂容量：194万ｍ3 

・ダム湖水面積：473ha 

 3) コスト 

・2,699億2,500万ルピア 
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4) 不確定要素 

・コストの算定は、より正確な地形図と地質データに基づいて行う必要がある。また、

ボランゴ川の水量について更なる観測が必要である。 

 

２－６－２ 居住地域インフラ省（旧公共事業省）の計画案の内容と実施の現状 

(1) 計画案の内容と実施の現状 

 洪水防御施設整備計画として、DGWRでは、中長期計画についてはCIDAの「LBB流域水

管理計画M／P」を準拠しつつ、緊急整備計画については独自に計画案を作成し、緊急対策

工事の一部をJBICローン並びに国内予算で実施している。 

 水資源総局による洪水防御施設整備計画案の内容及び実施の現状は、表２－10に示すと

おり。図２－12、図２－13、図２－14に計画年次ごとの洪水防御施設整備計画案の位置図

を示す。なお、これらの計画案以外にも、ボランゴ川からリンボト湖への放水路計画案も

検討されている。 

 

(2) 財政規模と施設整備水準の検討の必要性 

 現状の洪水防御整備計画は、緊急対策として河川の堤防、護岸の建設、中長期的には洪

水の原因となる上流での流出量を抑制する、貯留機能を備えた多目的ダムの建設をめざし

ている。 

 しかしながら、今後の地方分権化の更なる進展に伴い、洪水防御施設の建設においても

地方政府予算で賄う必要がある。多額の投資を必要とする、多目的ダムの建設や放流水路

の建設では、施設整備費の負担とその効果、受益者負担のあり方、並びに財政規模に応じ

た施設整備水準の議論が、今後本格調査において不可欠である。 
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表２－10 旧公共事業省の洪水防御施設整備計画案の内容と実施の現状 
 

年度 計画案内容 数 量 予 算 
（百万Rp.） 計画案実施の現状 

①Bone川河口浚渫 500ｍ 2,000 未実施（JBIC申請中） 
表２.２の５ 

②Bolango川浚渫 3,000ｍ 6,000 未実施 
③Tamalate川出口浚渫 1,000ｍ 1,500 実施済み（JBIC/PTSL） 
④Bolango川の盛土築堤 400ｍ 225 実施済み（国内予算） 
⑤Bolango川の石積護岸、盛土
堤防、Tenda橋拡張工事 3,000ｍ 9,050 未実施（JBIC申請中） 

表２.２の２、３、４ 
⑥Bone川の石積護岸C-D 800ｍ 1,200 実施済み（JBIC/PTSL） 
⑦Bone川の盛土堤防D-H 400ｍ 225 実施済み（国内予算） 
⑧Bolango川の盛土堤防E-F 1,200ｍ 483 未実施 

1999～ 
2000 

⑨Limboto下流Topadu川の改修 1,000ｍ 1,500 未実施 
①Bolango川の盛土築堤 1,400ｍ 780 未実施（JBIC申請中） 
②Tamalate川の石積護岸 1,800ｍ 3,500 実施済み（JBIC/PTSL） 
③Bone川の盛土築堤 400ｍ 700 実施済み（国内予算） 
④Tamalate川水門の建設 １place 2,000 未実施 
⑤Limboto湖出口水門の建設 １place 2,500 未実施 
⑥Bionga川の改修 4,000ｍ 1,600 未実施 

2000～ 
2001 

⑦Isimu市の排水整備 4,000ｍ 500 未実施 

①Bolango-Alo放水路建設 26km 
(46km) 

50,000 
 未実施 

②Toheti多目的ダム建設 １place  
(269,925) 未実施 

2001～ 
2005 

③Kayumerah多目的ダム建設 １place 12,000 
(44,528) 未実施 

出典：質問票回答及びインタビュー結果 

注）上記（ ）内の数量・金額はCIDA調査によるもの。 
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２－７ 資料保有状況 

 収集資料リストを附属資料６に添付する。収集状況については以下のとおりである。 

・地形図、測量関連資料：添付資料６に示す。 

・流出土砂観察資料：該当資料は発見されなかった。 

・洪水氾濫資料：災害報告が収集されたが、資料的な価値は大きくなかった。 

・社会／経済調査：1999年センサスが収集された。 
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第３章 地方分権化の概要及び実施体制 
 

３－１ 地方分権化の概要 

 「イ」国においては2001年１月から、地方行政法及び中央地方行政府間財政均衡法に基づいて

地方分権化及び財源の大幅な移譲が実施され始めた（広川：インドネシアにおける地方財政の現

状）。これは、国防、外交、金融・財政、法制度及び宗教以外の分野は、中央政府から地方政府に

権限を移譲しようとするものである。これにより、地方政府は石油収入の15％、天然ガス収入の

30％、林業・漁業から得られる収入の80％、及び個人所得税の20％の配分を受けることができる。

地方政府は不足資金を、地方議会の同意を得て、中央政府、銀行、国際機関などから借り入れる

ことができる。しかし、国外から借り入れる場合は中央政府の承認を必要とする。また、2001年

度については、中央政府は、借り入れを行わぬよう、通達を出した。地方分権化が定着するまで

には相当な時間がかかるもとと考えられるが、現時点では、次のような問題点が指摘されている

（付属資料６参照）。 

・中央政府にみられるKKN（汚職、癒着、縁故）が地方に拡散するおそれがある。 

・安易な借り入れにより、返済不能に陥る。 

・地域間の格差が広がる。 

・環境破壊の可能性が考えられる。 

・中央政府からの移管がスムースに実施されるかが不明である。 

 

３－２ 実施機関の運営管理体制 

 この事前調査を実施するに際し、地方分権化が進行中であり、政府内の組織が固まっていない

こと、ゴロンタロ新州が北スラウェシ州から分離することなどの特殊事情がある。本格調査に支

障を来さぬよう、これらを十分に理解したうえで、「イ」国サイドの体制を掌握する必要があると

理解された。このため、居住地域インフラ省との協議のほか北スラウェシ州とも慎重に協議を重

ね、通常の事前調査団が締結するＳ／Ｗ及びＭ／Ｍのほかに、補完的に２通の合意書を作成し、

将来、発生し得る混乱を避けるよう努力した。結果として、組織される体制は図３－１に示すと

おりである。このような「イ」国サイドの実施体制が確認されたことによって、本格調査が支障

なく実施されるものと期待される。実施体制に関する合意は次のように要約できる。 

 

(1) ２月16日、北スラウェシ州BAPPEDA長官Saruan氏との合意書 

・北スラウェシ州BAPPEDAは、本件の実施に際し、ゴロンタロ州を助力する。 

・北スラウェシ州は、必要な技術者をC／Pとして提供する。 

・公聴会の是非について議論を深める。 



―　―45

 (2) ２月20日、北スラウェシ州水資源開発部部長Kaligis氏との合意書

・中央、及び地方政府委員から成るステアリングコミッティーを設置する。

・中央政府の指示を待って、技術者派遣等を実行する。

図３－１　実施機関の運営管理体制
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・DG Water Resources
・Water Resources Management
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第４章 環境予備調査 
 

４－１ 「イ」国の環境影響評価制度 

 ｢イ｣国の環境影響評価制度はAMDAL（Analysis Mengenai Dampak Lingkungan）と呼ばれており、

「Environmental Management Act, Act No.23 of 1997」がその根拠となっている。あらかじめスクリ

ーニングを行うことによりプロジェクトは種類、規模の違いから図４－１に示す３つに分けられ

る。これにより環境影響評価書（Analisis Dampak Lingkungan：ANDAL）の提出が必要か、あるい

はUKL(Upaya Pengelolaan Ｌingkungan)/UPL（Upaya Pemantauan Lingkungan）と呼ばれる環境管理方

針及び環境モニタリング方針を示した文書が必要かどうかが判断される（Minister of Industry 

Decision No. KEP.250/M/SK/0/1994）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ EIAのスクリーニング 

 

 「Government Regulation Number 27 of 1999」の第３条においては、以下に示す条件に該当す

る事業が環境に重大な影響を与える可能性があり、EIAが必要となることが定められている。 

・地形及び自然景観の改変 

・再生可能／不可能な天然資源の開発 

・開発された天然資源の消耗・破壊・劣化を引き起こす可能性のある行為及び活動 

・社会的、文化的環境に対して影響を及ぼす可能性のある行為及び活動 

・天然資源保護地域及び自然保護地区に対して影響を及ぼす可能性のある行為及び活動 

・新種の動植物及び微生物の導入 

・生物／非生物の生産及び利用 

・環境に重大な影響をもたらすおそれのある技術の利用 

・高い危険性を有し、国家安全保障に影響を与える活動 

 環境省長官は上記の条件及び関係機関との調整に基づき、EIAの対象となる事業を決定する。

 Ｆ／Ｓ対象プロジェクト 

スクリーニング 

ANDAL調査の実施 UKL/UPLの実施 環境影響評価を必要としない 
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また、これらのANDALの作成を要する事業は少なくとも５年に１度は見直されることとなってい

る。 

 EIAの実施に係る手続きに関しては、「Government Regulation Number 27 of 1999」において規

定されている。以下に環境影響評価に関する手続きの概要及び図４－２にEIAの手続きのフロー

図を示す。 

 

(1) EIA手続き準備 

 EIAに関する文書を作成する事業者は事前に関係機関へ事業内容及びスケジュール等の告

知を行う。なお、関連する住民は事業の告知から30日以内に意見を申し出ることができる。 

 

(2) EIAの手続き 

 EIA対象の事業者は、関係者との協議結果を反映した実施計画書（Terms of Reference：TOR, 

KA-ANDAL）を作成し、地方環境影響管理庁（ Badan Pengelolaan Dampak Lingkungan 

Daerah:BAPEDALDA）の環境影響評価委員会（AMDAL Commission）に提出する。審査期間

はTOR受理後75日以内と規定されている。TORは環境影響評価委員会の指摘、住民の意見に

基づいて修正され、再提出される。 

 さらに事業者はTORに基づき、ANDALを提出する。この際、環境管理計画（Rencana 

Pengelolaan Lingkungan:RKL）、環境モニタリング計画（Rencana Penantavan Lingkungan：RPL）

が同時に環境影響評価委員会（AMDAL Commission）に提出され、一括して審査が行われる。 

 審査期間中に提出されたANDAL、RKL及びRPLは委員会の指摘、住民の意見等に基づく修

正を行い、修正したものを環境影響管理庁（Badan Pengelolaan Dampak Lingkungan：BAPEDAL）

長官あるいは州知事に提出し、環境面での事業承認がなされることになっている。これら全

体の審査期間は75日以内と規定されている。 

 事業の承認後３年を経ても事業が開始されない場合には、承認の決定が失効とみなされる。

失効後に事業を開始しようとする場合には、上記のANDAL、RKL及びRPLの３文書の承認に

係る申請の再提出を実施する必要がある。 

 なおANDALには、以下の３分野について調査を実施することが必要とされる。 

・物理／化学環境項目：気象、地形、地質、土壌、水文、水質、大気質、騒音等 

・生物的項目：陸生動植物、水生動植物 

・社会／経済項目：コミュニティ分布、経済活動、土地利用、交通、公共施設、文化財・遺

跡等 
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４－２ 環境予備調査／社会影響 

 一般に河川改修事業は住民移転、水利権・漁業権等、湖沼・河川流況及び動植物への影響に留

意して環境予備調査を実施する必要がある。ここでは「JICA開発調査環境配慮ガイドライン[Ｖ]

河川・砂防編－国際協力事業団（1994年１月）」､（以下、「ガイドライン」と記す）に準じ、スク

リーニング及びスコーピングを行った。 

 以下に示す理念に基づいた具体的な視点によってEIAの実施が必要となる開発プロジェクトか

否かの判断を行う。 

 

(1) スクリーニングの理念 

 開発計画が関連住民の生存、生活に悪影響を与えないようにするとともに、現況の自然環

境を著しく損なわず、また貴重な環境及び自然資源を保全し、将来にわたって調和のとれた

環境を維持しなければならない。 

 本プロジェクトの概要及び立地環境を、それぞれ表４－１及び表４－２に示す。 

 

(2) スクリーニング／スコーピング 

 表４－３にスクリーニング及びスコーピングの結果を示す。 

 スクリーニングの結果より、影響を受けるおそれのある項目があり、M／Pの策定において

初期環境影響評価（Initial Environmental Effect Assessment：IEEを、またＦ／ＳにおいてEIAを

実施すべきであると判断した。 

 以下に示す検討条件を踏まえ、ガイドラインに従ったスコーピングを行った。 

〈検討条件〉 

・検討対象時期：供与開始前及び開始後とする。 

・検討対象とする空間的範囲：施設周辺部及び関連水域とする。 

・環境インパクトの対象：基本的に現況の環境に与えるマイナスの影響とする。 

 なお、「イ」国にはAMDALがあるため、Ｆ／Ｓ調査対象のプロジェクトがANDAL調査を実施

するプロジェクトに該当するかどうかを判断する必要がある。また、該当した場合には、そ

のTORの承認手続きなどはＦ／Ｓ調査開始前に完了しておく必要がある。 

 本承認手続きなどが予定どおりに完了されていない場合、Ｆ／Ｓ調査の工程に支障が生じる

ので、居住地域インフラ省及び州当局等と十分に協議しておくことを推奨する。 









－53－

第５章 本格調査の実施方針 
 

５－１ 調査の目的ｍ 

(1) 北スラウェシ州ゴロンタロ市を中心としたリンボトーボランゴーボネ川流域を対象として、

流域保全等を含む、治水計画を中心としたM／Pを策定し、優先プロジェクトに係るＦ／Ｓ調

査を実施する。 

(2) 本件調査を通じ、先方Ｃ／Ｐ機関に対する技術移転を行う。 

 

５－２ 調査対象地域 

 リンボトーボランゴーボネ川流域（約2,800km2） 

 

５－３ 調査実施に関する留意点 

(1) 水文観測システムの再構築 

 この流域には、CIDAによって、優れた水文観測網が構築された。しかし、現在その機能の

一部は失われている。観測システムの再構築をはかり、問題の本質に迫る手法の技術的移転

を図るとともに、構築されたシステムを継続させるべく、制度面の見直しを図る必要がある。 

 GISシステムもCIDAによって導入されているが、これも、必ずしも十分に機能していると

は思えない。本格調査団によって、問題の所在が明らかにされ、改善策が提示されることが

期待される。 

 

(2) 洪水被害の緩和 

 「イ」国側の予算上の制約から、ハード面の充実には時間がかかり、系統立った洪水防御

構造物の設置が思うにまかせないように見受けられた。もし、このように洪水防止対策を実

現させるまで時間がかかるとすれば、低地の冠水被害を緩和するための方策（例えば、警報

システム、避難誘導、強制排水、内水排除等）についての技術移転も必要であると考える。 

 

(3) 洪水防御対策 

 調査対象地域については、CIDAが洪水も含めた水管理M／Pを立案した。この調査は、1993

年から８年間にわたって実施され、質的にも高く評価できる。本調査を、その成果の延長上

に位置づけることが、効率的な調査の進行を促すものと考えられる。 

 一方「イ」国政府も、限られた予算のなかで、種々の対策を実施している。しかし、個々

の工事は部分ごとに、個別に実施されるため、全体計画との関係が必ずしも明らかではない。

このような場合、個々の施設の、水流や他の施設に対する影響を水理学的に評価し、「イ」側
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の考える対策の意味を明らかにする必要がある。 

 具体的にはリンボト湖の水位、及び河口の潮位を加味した河道網水理モデルを構築し、そ

れによるシミュレーション計算により、種々の施設計画の妥当性について検証しておく必要

がある。 

 

(4) 財政規模と施設整備水準の検討 

 現状の洪水防御整備計画は、緊急対策として河川の堤防、護岸の建設、中長期的には洪水

の原因となる上流での流出量を抑制する。貯留機能を備えた多目的ダムの建設をめざしてい

る。しかしながら、今後の地方分権化の更なる進展に伴い、洪水防御施設の建設においても

地方政府予算で賄う必要がある。多額の投資を必要とする、多目的ダムの建設や放流水路の

建設では、施設整備費の負担とその効果、受益者負担のあり方、並びに財政規模に応じた施

設整備水準の検討が必要である。 

 

(5) 流域管理 

 2001年２月の洪水の原因をすべて自然に求めると、問題の本質を見失うおそれがある。な

ぜなら、雨域が広かったとはいえ、総降雨量も降雨強度も大洪水を発生させるほどには大き

いとはいえない。また、流域が保全されているボネ川流域でほとんど被害が発生せず、流域

荒廃が進行しているボランゴ、リンボト流域での洪水被害が顕著であったからである。 

 このようなことから、本調査対象域の恒久洪水対策の鍵は、CIDAが指摘するように、流域

管理の強化にあるものと考えられる。特に、リンボト湖の埋積に密接に関係している表土の

流亡とそれに基づく川の暴れ川化は深刻であり、精緻な流送土砂量解析に基づく対策案の確

立が急がれる。 

 

(6) 環境配慮／社会影響 

 調査対象地域では、不法な金鉱採掘が行われているようであり、水質や底質が重金属に汚

染されているおそれがある。実際、ゴロンタロ市の水道局では水銀汚染が発見され、その監

視を継続している。 

 バックグラウンドデータとして、主要なポイントでの水質、底質を把握しておくことが望

ましい。分析の細目については「イ」国環境庁の示す基準に従うが、日本の水道水質基準項

目（pH、COD、溶存酸素（Dissolved Oxygen：DO）、色度、硝酸性窒素、亜硝酸性窒素、塩

素、シアン、リン、鉄、マンガン、亜鉛、鉛、クロム、カドミウム、ヒ素、フッ素、カルシ

ウム、マグネシウム、フェノール）を含めるものとする。 

 また、地方分権化が進展していくので、本格調査で検討されるダム等の構造物については、
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建設に伴う環境影響や住民移住に伴う社会影響等の視点からも十分に検討しておく必要があ

る。 

 

５－４ 実施要領 

５－４－１ 調査項目及び内容 

(1) 第１フェーズ：M／Pの策定 

＊第１回パブリック・コンサルテーションの資料作成、技術的アドバイス 

 1) 既存資料・情報の収集、分析 

 a) 土地利用・開発状況調査 

 b) 水文観測及び流量計測 

 c) 実 査 

① 河川横断測量 

② リンボト湖底深浅測量 

③ ゴロンタロ市街地洪水氾濫地域の測量 

④ 航空写真撮影又は衛星画像解析 

⑤ 水質調査 

⑥ 河床材料調査 

⑦ 地質調査 

 d) 生産土砂調査 

 e) 洪水氾濫調査及び住民意識調査 

 f) 環境予備調査 

 2) 関連洪水対策調査・計画のレビュー 

 a) 上位計画の概要把握 

 b) CIDA流域管理計画等他ドナー協力レビュー 

 3) 水理解析及び計画規模の決定 

 a) 水理・水文解析／流出解析 

 b) 洪水氾濫・被害解析 

 c) 治水施設の現状・計画評価 

 d) 計画規模の検討 

 4) 治水計画M／Pの策定 

 a) 構造物概略計画（治水施設・河川改修等） 

 b) 非構造物対策（治水・流域保全の観点からみた土地利用計画、治水事業に係る組織・

法制度の提言） 
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 5) 運営管理計画、人材育成計画 

 6) 事業費概算並びに段階的整備計画の策定 

 7) 治水計画マスタープランの事業評価 

 8) 優先プロジェクトの選定 

＊第２回パブリック・コンサルテーションの資料作成、技術的アドバイス 

 

(2) 第２フェーズ：優先プロジェクトに係るＦ／Ｓ 

 1) 補則実査 

 2) 緊急小規模プロジェクトのＦ／Ｓ調査、設計の技術指導 

 3) 優先プロジェクトのＦ／Ｓ調査 

 a) 治水施設概略設計 

 b) 施工計画／事業費積算 

 c) 管理運営計画・人材育成計画 

 d) 事業実施計画の作成 

 e) プロジェクト総合評価、提言 

 4) EIA 

＊第３回パブリック・コンサルテーションの資料作成、技術的アドバイス 

 

５－４－２ 調査実施体制 

 地方分権化の流れを受け、2000年12月５日の国会本会議でゴロンタロ州設立法案が承認され、

これにより、同州は国内32番目の州として北スラウェシ州から分離された。新設のゴロンタロ

州はゴロンタロ市（Kota Gorontalo）、ゴロンタロ県（Kabupaten Gorontalo）、ボアレモ県

（Kabupaten Boalemo）の３つの県・市から構成され、北スラウェシ州の約40％を占めるが、ボ

アレモ県は設置後１年、ゴロンタロ市もゴロンタロ県から分かれてまだ10年も経っていないな

ど、州政府として正常に機能するには当面かなりの時間を要するものと思われる。事前調査期

間中に新州知事代理が任命され（任期１年）、それ以外の州政府機構については、例えば北スラ

ウェシ州議会議員の一部が異動する形で、ゴロンタロ州議会が構成される予定など、北スラウ

ェシ州からの支援を得るものと思われるが、現状ではゴロンタロ州の実施体制はほとんど整っ

ていない。 

 以上のことから、本格調査にあたっては、C／Pはゴロンタロ州の水資源局（仮称）となる見

込みだが、当面の間北スラウェシ州との連携を密に図るとともに、水資源総局を中心とした北

スラウェシ州、ゴロンタロ州によるステアリングコミッティーを設置し、調査方針に係る重要

事項は必ずこのステアリングコミッティーにて決定することとする。 
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５－５ 要員計画 

 調査団は、おおむね以下の要員により構成する。 

・総括／治水計画 

・水文観測・解析 

・水理・氾濫解析 

・土砂解析 

・環境／社会配慮 

・環境／自然環境 

・組織制度／管理運営計画 

・地質／ダム計画 

・測量・GIS 

・施設計画／施工計画／積算 

・経済財務分析・事業評価 

 

５－６ 主要資機材保存状況及び調査用資機材 

５－６－１ 主要資機材保存状況 

(1) ゴロンタロ州事務所 

 ゴロンタロ州は、知事が2001年２月16日に任命されただけで、まだ州職員の任命がされ

ておらず、州事務所スペースもなく、これから州組織の構築がなされる状況である。 

 

(2) 北スラウェシ州事務所 

 CIDA調査時に事務所内にGISユニットが構築され、現在も機能している。GISユニットが

保有するコンピューター機器類は表５－１、表５－２に示すとおりである。 
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(1) 水文観測機材 

・自己雨量計 ４台 

・自記水位計 ４台 

・流速計 １台 

・量水板 50枚 

・流速測定浮子 １式 

(2) 測量機器類 

・電子セオドライト １台 

・自動レベル １台 

(3) GIS用コンピューター及び事務機器（ゴロンタロ州事務所用） 

・PCコンピューター（付属品一色含む） １台（現地調達） 

・GISソフト １式（現地調達） 

・コピー機 １台（現地調達） 

・ファクシミリ機 １台（現地調達） 

 

５－７ ローカルコンサルタント 

 現地再委託業務（エンジニアリングサービス、地形測量、土質調査、EIA、水質分析）に関し、

当該業務に経験豊富なローカルコンサルタント、研究機関について調査した結果は以下のとおり。 

 

(1) エンジニアリングサービス、地形測量、土質調査、EIA 

 1) PT. TATA GUNA PATRIA 

住所：Jln. Bangka V/18, Jakarta 12720 

電話：(021)7198019,7182534,7182535,7181213  Fax：(021)7182536 

E-mail ID：tata@cbn.net.id 

面談者：Ir. John P. Pantouw, Direktur Utama 

特徴：1990年に設立。居住地域インフラ省（旧公共事業省）、PLNをメイン・ク

ライアントに、灌漑、洪水対策、ダム、水力発電所建設等の測量、地質調査、

社会調査、設計、EIA等のコンサルティング業務を行っている総合建設コンサ

ルタントである。従業員数は約300名。 

 2) PT. TRICON INTER MULTIJASA KONSULTAN 

住所：Jl. Hnag JebatⅡNo.1, Kebayoran Baru, Jakarta Selatan 12120 

電話：(021)72790448  Fax：(021)72794651 

E-mail ID：atribut@cbn.net.id 
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面談者：Ir. Heri Rudianto, Direktur Utama 

特徴：1997年に設立。各分野の技術者（水文・水理、農業、漁業、海洋生態、

地域開発、社会学、経済、土木、GIS）を擁する総合建設コンサルタントで、

従業員129名。内技術者数は68名。 

 3) LAND ＆ MARINE CONSULTANT 

住所：Jl. Tebet UtaraⅡA No.14, Tebet, Jakarta Selatan 

電話：(021)8292293,72790448  Fax：(021)8292293 

E-mail ID：ecijkt@tritunggal.co.id 

面談者：Ir. Aris Eka Agustin 

特徴：「イ」国で最も歴史あるコンサルタント会社の１つである、PT. TRI 

TUNGALL KONSULTANT（1955年設立）の子会社で、若手技術者を中心とした

コンサルタント会社。 

 

(2) 水質分析 

 1) DEPARTMEN PERINDUSTRIAN DAN PERDAGANGAN BALAI PENELITIAN 

DNA PENGEMBANGAN INDUSTRI 

住所：Jl. Diponegoro No.21-23, Manado 95112 

電話：(0431)852395,852396  Fax：(0431)852396 

E-mail ID：－ 

面談者：Ir. Abdurahim, Kepala 

特徴：マナド市にある国の工業試験場で、水質分析をはじめ、大気、残留殺虫

剤、食品等のあらゆる分析を行っている。原子吸光計、分光光度計、ガスクロ

マトグラフィー、フェノール分析器、ドラフト設備等があり、マナドで最も設

備の整った水質分析機関である。 

 2) DEPARTMEN KESEHATAN RI, BALAI LABORATORIUM KESEHATAN MANADO 

住所：Jl. 17 Agustus, Manado 95117 

電話：(0431)862522  Fax：(0431)841042 

E-mail ID：－ 

面談者：Ir. Abdurahim, Kepala 

特徴：マナド市にある保健省の分析機関で、水道水質の分析を行っている。工

業試験場に比べ、設備、人員ともに劣るが、水質分析は十分可能である。 
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